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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】可視域の透過率の低い着色不透明部と有する強
化ガラスの圧縮応力量を非破壊で算出することができる
、強化ガラス及びその製造方法、該強化ガラスの表面応
力測定方法を提供する。
【解決手段】着色不透明ガラス１０と透明ガラス２０と
を積層して一体化し、一体化したガラスの表面に圧縮応
力層を形成した強化ガラス１である。加熱し溶融した前
記着色不透明ガラス１０を固化状態の前記透明ガラス２
０に接触させた状態で冷却し、前記着色不透明ガラス１
０を固化することにより積層して一体化し、その際に熱
強化処理とする。透明ガラス１０の圧縮応力層の圧縮応
力量の測定値は、着色不透明ガラス１０又は強化ガラス
１の圧縮応力量の算出に用いられる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化し、一体化したガラスの表面に圧縮
応力層を形成したことを特徴とする強化ガラス。
【請求項２】
　前記透明ガラスの前記圧縮応力層の圧縮応力量の測定値は、前記着色不透明ガラス又は
前記強化ガラスの圧縮応力量の算出に用いられることを特徴とする請求項１に記載の強化
ガラス。
【請求項３】
　前記着色不透明ガラスは、ガラス中の着色成分として、Ｃｏ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｕ
、Ｃｒ、Ｖ、Ｂｉの金属酸化物からなる群より選択される少なくとも１成分を、酸化物基
準のモル百分率表示で、０．１～７％含有することを特徴とする請求項２に記載の強化ガ
ラス。
【請求項４】
　前記着色不透明ガラスは、前記透明ガラスに前記着色成分を含有したものであることを
特徴とする請求項３に記載の強化ガラス。
【請求項５】
　前記透明ガラスは、波長５５０ｎｍ～６５０ｎｍにおける吸光係数の最大値が１．７ｍ
ｍ－１未満であることを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載の強化
ガラス。
【請求項６】
　加熱し溶融した前記着色不透明ガラスを固化状態の前記透明ガラスに接触させた状態で
冷却し、前記着色不透明ガラスを固化することにより積層して一体化したことを特徴とす
る請求項１ないし請求項５のいずれか１項に記載の強化ガラス。
【請求項７】
　前記着色不透明ガラスと前記透明ガラスとは、ガラス温度が２５℃～３００℃の範囲内
におけるそれぞれのガラスの熱膨張係数の差が０～５×１０－７／℃の範囲内であること
を特徴とする請求項１ないし請求項６のいずれか１項に記載の強化ガラス。
【請求項８】
　請求項１ないし請求項７のいずれか１項に記載の強化ガラスからなる着色不透明ガラス
筐体。
【請求項９】
　前記透明ガラスは、カメラ用受光部、信号送受信部、ロゴ体、動作ランプ用透光部から
なる群より選択される少なくとも１つ以上の機能を備えることを特徴とする請求項８に記
載の着色不透明ガラス筐体。
【請求項１０】
　請求項８または請求項９に記載の着色不透明ガラス筐体を外装した電子機器。
【請求項１１】
　着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化し、一体化した強化ガラスの表面に
形成された圧縮応力層の圧縮応力量を測定する方法であって、前記透明ガラス部分の圧縮
応力量を測定した値を用いて前記着色不透明ガラス部分または前記強化ガラス全体の圧縮
応力量を算出することを特徴とするガラスの表面応力測定方法。
【請求項１２】
　同一条件で強化処理された前記着色不透明ガラスおよび前記透明ガラスの表面応力特性
をそれぞれ測定する工程と、前記透明ガラスの圧縮応力量から前記着色不透明ガラスの圧
縮応力量を算出するための補正係数を前記着色不透明ガラスおよび前記透明ガラスの表面
応力特性を用いて決定する工程と、前記強化ガラスにおける前記透明ガラス部分の圧縮応
力量を非破壊で測定する工程と、前記透明ガラス部分の圧縮応力量の測定値と前記補正係
数とを用いて前記着色不透明ガラス部分又は前記強化ガラス全体の圧縮応力量を算出する
工程とを備えることを特徴とする請求項１１に記載のガラスの表面応力測定方法。



(3) JP 2012-254902 A 2012.12.27

10

20

30

40

50

【請求項１３】
　着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化された強化ガラスの製造方法であっ
て、前記強化ガラスの透明ガラス部分の圧縮応力層の圧縮応力量を測定することにより、
着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を管理することを特徴とする強化
ガラスの製造方法。
【請求項１４】
　着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化された強化ガラスの製造方法であっ
て、溶融状態の着色不透明ガラスを固化状態の透明ガラスに接触した状態で冷却し、前記
着色不透明ガラスを固化させることにより積層して一体化する工程と、前記一体化された
ガラスを前記着色不透明ガラスと前記透明ガラスとの両者を含むように板状に切断する工
程と、切断された板状のガラスの表面に圧縮応力層を形成し強化ガラスとする強化工程と
を有し、
前記強化ガラスの透明ガラス部分の圧縮応力層の圧縮応力量を測定することにより、着色
不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を管理することを特徴とする請求項１
３に記載の強化ガラスの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化した強化ガラス及びその
製造方法に関する。また、別の本発明は、前記着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層し
て一体化した強化ガラスの表面応力測定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、スマートフォン等の情報端末やＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄ
ｉｓｐｌａｙ）等のモニタの電子機器の筐体には、加工性やコスト性の観点から、樹脂も
しくは金属が使用されている。しかしながら、近年では、筐体に意匠性を求められること
が多くなっており、従来用いられていなかったガラスを筐体の素材として用いる試みがな
されている（特許文献１）。特許文献１によれば、携帯電話等の電子機器において、筐体
本体をガラスで形成することにより、透明感のある独特の装飾効果を発揮することができ
るとされている。
【０００３】
　電子機器は、機器の外表面に液晶パネル等の表示装置を備えている。表示装置は、高精
細、高輝度化の傾向にあり、それに伴い光源となるバックライトも高輝度化の傾向にある
。光源からの光は、表示装置側に照射される以外に、機器内部で多重反射し外装されてい
る筐体の裏面に到達することがある。筐体の素材として金属を用いる場合は問題にならな
いが、前述のような透明性を有するガラスを用いる場合、光源からの光が筐体を透過し、
機器外部から認識されるおそれがある。そのため、ガラスを筐体に用いる際には、ガラス
自体を着色し遮光性を持たせることが考えられる。
  また、特に携帯して使用可能な電子機器には、使用時の落下衝撃による破損や長期間の
使用による接触傷を考慮し、筐体に対し高い強度が求められる。
【０００４】
　ガラスの強度を高める方法として、ガラス表面に圧縮応力層を形成する手法が一般的に
知られている。ガラス表面に圧縮応力層を形成する手法としては、軟化点付近まで加熱し
たガラス板表面を風冷などにより急速に冷却する風冷強化法（物理強化法）と、ガラス転
移点以下の温度でイオン交換によりガラス板表面のイオン半径が小さなアルカリ金属イオ
ン（典型的にはＬｉイオン、Ｎａイオン）をイオン半径のより大きいアルカリイオン（典
型的にはＬｉイオンに対してはＮａイオンまたはＫイオンであり、Ｎａイオンに対しては
Ｋイオン）に交換する化学強化法が代表的である。
【０００５】
　ところで、前記ガラス表面に圧縮応力層を形成することにより得たガラスは、品質管理
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上、一定以上の強度を備えることを確認する目的で圧縮応力層の圧縮応力量を測定するこ
とが重要である。
  ガラスの圧縮応力量である表面圧縮応力（以下、ＣＳということがある）および表面圧
縮応力層深さ（以下、ＤＯＬということがある）を非破壊で測定する方法が提案され実用
化されている（例えば、特許文献２）。この測定法は、ガラス表面に形成された圧縮応力
層が圧縮応力層が存在しない他のガラス部分と屈折率が相違することで光導波路効果を示
すことを利用したものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００９－６１７３０号公報
【特許文献２】特開昭５３－１３６８８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、非破壊でＣＳおよびＤＯＬを測定する前記装置は、ガラスの表面層を伝
播した光を射出させて観察するため、前述のガラス自体を着色し遮光性を持たせた可視域
の透過率の低い着色不透明ガラスは測定できないという問題が新たに確認された。この場
合、曲げ強度やクラック・イニシエーション・ロード等の破壊を伴う強度測定試験や、複
屈折を測定するための試料加工が必要であったり、化学強化ガラスにおいてはＥＰＭＡ（
Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｐｒｏｂｅ　Ｍｉｃｒｏ　Ａｎａｌｙｚｅｒ）やＥＳＣＡ（Ｅｌｅｃ
ｔｒｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ　ｆｏｒ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ａｎａｌｙｓｉｓ）
を用いてカリウムの拡散層深さを測定する等、非常に手間のかかる方法を用いる以外にガ
ラスの圧縮応力量を測定する方法はなく、また測定データの精度も低く信頼性に乏しい。
  本発明は、着色不透明ガラスと透明ガラスを積層して一体化し、その後強化した強化ガ
ラス及びその製造方法と、該強化ガラスの表面応力測定方法の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の強化ガラスは、着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化し、一体化
したガラスの表面に圧縮応力層を形成した強化ガラスである。
【０００９】
　また、別の本発明であるガラスの表面応力測定方法は、着色不透明ガラスと透明ガラス
とが積層されて一体化された強化ガラスの表面に形成された圧縮応力層の圧縮応力量を測
定する方法であって、前記透明ガラス部分の圧縮応力量の測定値を用いて前記着色不透明
ガラス部分又は前記強化ガラス全体の圧縮応力量を算出する。
【００１０】
　本発明の強化ガラスの製造方法は、着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化
された強化ガラスの製造方法であって、前記強化ガラスの透明ガラス部分の圧縮応力層の
圧縮応力量を測定することにより、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力
量を管理することを特徴とする強化ガラスの製造方法。。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、可視域の透過率の低い着色不透明部を部分的に有する強化ガラスであ
っても透明ガラス部分の圧縮応力量を測定することにより、着色不透明ガラス部分又は強
化ガラス全体の圧縮応力量を非破壊で算出できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の強化ガラスの一実施形態の平面図及び断面図である。
【図２】本発明の強化ガラスの他の実施形態の平面図及び断面図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１３】
　以下、本発明を説明する。
【００１４】
　図１、図２に本発明の強化ガラスの実施形態の平面図（ａ）及び断面図（ｂ）を示す。
なお、（ｂ）断面図は、（ａ）平面図におけるＸ－Ｘ方向の断面を示すものである。本発
明の強化ガラス１は、着色不透明ガラス１０と透明ガラス２０とを積層して一体化したも
のである。本発明の強化ガラスにおける積層して一体化する形態としては、図１に示すよ
うに、円柱状の透明ガラスを囲うように着色不透明ガラスを配置するもの、また図２に示
すように、着色不透明ガラスと透明ガラスとを板厚方向に層状に積層するものであっても
よい。その他、着色不透明ガラスと透明ガラスとが一体化していれば、上記に限られるも
のではない。
  また、本発明における着色不透明ガラスとは、遮光性を備えるガラスであって、好まし
くは波長５５０ｎｍ～６５０ｎｍにおける吸光係数の最小値が１．７ｍｍ－１を超える。
また、透明ガラスとは、透光性を備えるガラスであって、好ましくは波長５５０ｎｍ～６
５０ｎｍにおける吸光係数の最大値が１．７ｍｍ－１未満である。
  本発明に係る強化ガラスは、例えば電子機器に外装される着色不透明ガラス筐体として
用いられる。
  携帯電話の外表面は、一方の面に液晶パネルや有機ＥＬからなる表示装置およびボタン
からなる操作装置、もしくはタッチパネルのような表示装置と操作装置が一体となったも
のが配置され、その周囲を額縁材が囲う構成である。反対の他方の面は、パネルで構成さ
れる。そして、一方の面と他方の面との間である機器の厚み部分に枠材がある。これら額
縁材と枠材、もしくはパネルと枠材は一体に構成される場合もある。
  着色不透明ガラス筐体は、前述の額縁材、パネル、枠材として使用できる。また、着色
不透明ガラス筐体の形状としては、平板状であってもよいし、額縁材と枠材、もしくはパ
ネルと枠材との一体構造となった凹状、もしくは凸状であってもよい。
【００１５】
　電子機器の内部に設けられる表示装置の光源は、発光ダイオード、有機ＥＬ、ＣＣＦＬ
等の白色光を発するもので構成される。そのため、これら白色光が着色不透明ガラス筐体
を介して機器の外部に漏れ、認識されることがないよう、着色不透明ガラス筐体には遮光
性が求められる。
  光源の白色光は、蛍光体を用い可視域の複数の波長の光を複合した上で白色として認識
させるものである。そのため、ガラスは波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍにおける吸光係数が
全域で１ｍｍ－１以上となるよう着色成分を含有することが好ましい。可視域の波長の吸
光係数を１ｍｍ－１以上とすることで、遮光手段を別途設けることなく白色光をガラス単
体で吸収し、着色不透明ガラス筐体として十分な遮光性を得る。ガラスの波長３８０ｎｍ
～７８０ｎｍにおける吸光係数が全域で１ｍｍ－１未満である場合、筐体用途として十分
な厚みを備えたガラスであっても所望の遮光性が得られず、光が着色不透明ガラス筐体を
透過するおそれがある。また、着色不透明ガラス筐体が凹状、もしくは凸状に成形される
際、厚みがもっとも薄い箇所において、光が透過するおそれがある。着色不透明ガラス筐
体の厚みが薄い場合には、波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍにおけるガラスの吸光係数は全域
で２ｍｍ－１以上が好ましく、３ｍｍ－１以上がより好ましく、４ｍｍ－１以上がさらに
好ましい。
  上記吸光係数の算出方法は、以下のとおりである。ガラス板の両面を鏡面研磨し、厚さ
ｔを測定する。このガラス板の分光透過率Ｔを測定する（例えば、日本分光株式会社製、
紫外可視近赤外分光光度計Ｖ－５７０を用いる）。そして、吸光係数αをＴ＝ｅ－αｔの
関係式を用いて算出する。
【００１６】
　ガラスに前述の遮光性を付与するため、ガラス中の着色成分として、Ｃｏ、Ｍｎ、Ｆｅ
、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｃｒ、Ｖ、Ｂｉの金属酸化物からなる群より選択された少なくとも１成分
を、酸化物基準のモル百分率表示で、０．１～７％含有するガラスを用いることが好まし
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い。なお、この含有量は、複数の着色成分を用いた場合は、それらの合計量を示すもので
ある。これら着色成分は、ガラスに対し所望の色を着ける成分であり、前述の可視域の波
長の光を吸収する作用を備えるものを用いる。ガラス中の着色成分が、０．１％未満であ
ると、筐体用途として十分な厚みを備えたガラスであっても遮光性が得られず、光が着色
不透明ガラス筐体を透過するおそれがある。好ましくは、０．５％以上、典型的には１％
以上である。また、着色剤が、７％を超えるとガラスが不安定となるおそれがある。好ま
しくは、６．５％以下、典型的には６％以下である。着色不透明ガラス筐体は、形状等に
より厚さが異なるが、電子機器内部の光がガラスを透過しないよう、厚さに応じてガラス
中の着色成分の含有量が適宜選択される。
【００１７】
　例えば、ガラス中の着色成分について、Ｆｅ２Ｏ３を１．５～６％、Ｃｏ３Ｏ４を０．
１～１％の組み合わせで含有することで、波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍの可視域の光を十
分に吸収しつつ、平均的に可視域の光を吸収するガラスとすることができる。つまり、黒
色を呈したガラスを得ようとする場合、着色成分によって特定波長の吸収特性が低いこと
に起因し、褐色や青色や緑色を呈した黒色となることがある。これに対し、前述の着色成
分とすることで、いわゆる漆黒を表現することができる。このような特性が得られる上記
以外の着色成分の組み合わせとしては、Ｆｅ２Ｏ３を０．０１～４％、Ｃｏ３Ｏ４を０．
２～３％、ＮｉＯを１．５～６％の組み合わせ、Ｆｅ２Ｏ３を１．５～６％、ＮｉＯを０
．１～１％の組み合わせ、Ｆｅ２Ｏ３を０．０１～４％、Ｃｏ３Ｏ４を０．０５～２％、
ＮｉＯを０．０５～２％、Ｃｒ２Ｏ３を０．０５～２％の組み合わせ、Ｆｅ２Ｏ３を０．
０１～４％、Ｃｏ３Ｏ４を０．０５～２％、ＮｉＯを０．０５～２％、ＭｎＯを０．０５
～２％の組み合わせ等が挙げられる。
【００１８】
　着色不透明ガラスや透明ガラスは、風冷強化法や化学強化法を用いてガラスの表面に圧
縮応力層を形成できるものであれば、どのような組成のガラスであってもよい。ガラスの
表面に圧縮応力層を形成する方法として、化学強化法を用いる場合は、着色不透明ガラス
の着色成分以外のガラスや透明ガラスとして、以下のガラスを用いると、高い強度を備え
たガラスが得られるため好ましい。
  好ましいガラスは、下記酸化物基準のモル百分率表示で、ＳｉＯ２を５５～８０％、Ａ
ｌ２Ｏ３を３～１６％、Ｂ２Ｏ３を０～１２％、Ｎａ２Ｏを５～１６％、Ｋ２Ｏを０～４
％、ＭｇＯを０～１５％、ＣａＯを０～３％、ΣＲＯ（Ｒは、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、
Ｚｎ）を０～１８％、ＺｒＯ２を０～１％を含有するものである。
【００１９】
　以下、上記ガラスの組成について、特に断らない限りモル百分率表示含有量を用いて説
明する。
  ＳｉＯ２はガラスの骨格を構成する成分であり必須である。５５％未満ではガラスとし
ての安定性が低下する、または耐候性が低下する。好ましくは６０％以上である。より好
ましくは６５％以上である。
  ＳｉＯ２が８０％超ではガラスの粘性が増大し溶融性が著しく低下する。好ましくは７
５％以下、典型的には７０％以下である。
【００２０】
　Ａｌ２Ｏ３はガラスの耐候性および化学強化特性を向上させる成分であり、必須である
。３％未満では耐候性が低下する。好ましくは４％以上、典型的には５％以上である。
  Ａｌ２Ｏ３が１６％超ではガラスの粘性が高くなり均質な溶融が困難になる。好ましく
は１４％以下、典型的には１２％以下である。
【００２１】
　Ｂ２Ｏ３はガラスの耐候性を向上させる成分であり、必須ではないが必要に応じて含有
することができる。Ｂ２Ｏ３を含有する場合、４％未満では耐候性向上について有意な効
果が得られないおそれがある。好ましくは５％以上であり、典型的には６％以上である。
  Ｂ２Ｏ３が１２％超では揮散による脈理が発生し、歩留まりが低下するおそれがある。
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好ましくは１１％以下、典型的には１０％以下である。
【００２２】
　Ｎａ２Ｏはガラスの溶融性を向上させる成分であり、またイオン交換により表面圧縮応
力層を形成させるため、必須である。５％未満では溶融性が悪く、またイオン交換により
所望の表面圧縮応力層を形成することが困難となる。好ましくは７％以上、典型的には８
％以上である。
  Ｎａ２Ｏが１６％超では耐候性が低下する。好ましくは１５％以下、典型的には１４％
以下である。
【００２３】
　Ｋ２Ｏはガラスの溶融性を向上させる成分であるとともに、化学強化におけるイオン交
換速度を大きくする作用があるため、必須ではないが含有することが好ましい成分である
。Ｋ２Ｏを含有する場合、０．０１％未満では溶融性向上について有意な効果が得られな
い、またはイオン交換速度向上について有意な効果が得られないおそれがある。典型的に
は０．３％以上である。
  Ｋ２Ｏが４％超では耐候性が低下する。好ましくは３％以下、典型的には２％以下であ
る。
【００２４】
　ＭｇＯはガラスの溶融性を向上させる成分であり、必須ではないが必要に応じて含有す
ることができる。ＭｇＯを含有する場合、３％未満では溶融性向上について有意な効果が
得られないおそれがある。典型的には４％以上である。
  ＭｇＯが１５％超では耐候性が低下する。好ましくは１３％以下、典型的には１２％以
下である。
【００２５】
　ＣａＯはガラスの溶融性を向上させる成分であり、必要に応じて含有することができる
。ＣａＯを含有する場合、０．０１％未満では溶融性向上について有意な効果が得られな
い。典型的には０．１％以上である。
  ＣａＯが３％超では化学強化特性が低下する。好ましくは１％以下、典型的には０．５
％以下である。
【００２６】
　ＲＯ（Ｒは、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｚｎ）はガラスの溶融性を向上させる成分であ
り、必須ではないが必要に応じていずれか１種以上を含有することができる。その場合Ｒ
Ｏの含有量の合計ΣＲＯ（Ｒは、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｚｎ）が１％未満では溶融性
が低下するおそれがある。好ましくは３％以上、典型的には５％以上である。
  ΣＲＯ（Ｒは、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｚｎ）が１８％超では耐候性が低下する。好
ましくは１５％以下、より好ましくは１３％以下、典型的には１１％以下である。
【００２７】
　ＺｒＯ２はイオン交換速度を大きくする成分であり、必須ではないが１％未満の範囲で
含有してもよい。ＺｒＯ２が１％超では溶融性が悪化して未溶融物としてガラス中に残る
場合が起こるおそれがある。典型的にはＺｒＯ２は含有しない。
【００２８】
　（ＳｉＯ２＋Ａｌ２Ｏ３＋Ｂ２Ｏ３）／（ΣＲ２Ｏ＋ＣａＯ＋ＳｒＯ＋ＢａＯ＋着色成
分）はガラスのネットワークを形成する網目状酸化物の合計量と主たる修飾酸化物の合計
量との比率を示すものであり、この比が４未満であると化学強化処理後に圧痕をつけた時
の破壊する確率が大きくなるおそれがある。好ましくは４．２以上、典型的には４．４以
上である。この比が６超であると、ガラスの粘性が増大し溶融性が低下する。好ましくは
５．５以下、より好ましくは５以下である。なお、ΣＲ２Ｏとは、Ｎａ２Ｏ、Ｋ２Ｏ、Ｌ
ｉ２Ｏの合量を示すものである。
【００２９】
　ＳＯ３は清澄剤として作用する成分であり、必須ではないが必要に応じて含有すること
ができる。ＳＯ３を含有する場合０．００５％未満では期待する清澄作用が得られない。
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好ましくは０．０１％以上、より好ましくは０．０２％以上である。０．０３％以上がも
っとも好ましい。また０．５％超では逆に泡の発生源となり、ガラスの溶け落ちが遅くな
ったり、泡個数が増加するおそれがある。好ましくは０．３％以下、より好ましくは０．
２％以下である。０．１％以下がもっとも好ましい。
【００３０】
　ＳｎＯ２は清澄剤として作用する成分であり、必須ではないが必要に応じて含有するこ
とができる。ＳｎＯ２を含有する場合０．００５％未満では期待する清澄作用が得られな
い。好ましくは０．０１％以上、より好ましくは０．０５％以上である。また１％超では
逆に泡の発生源となり、ガラスの溶け落ちが遅くなったり、泡個数が増加するおそれがあ
る。好ましくは０．８％以下、より好ましくは０．５％以下である。０．３％以下がもっ
とも好ましい。
【００３１】
　ＴｉＯ２はガラスの耐候性を向上させる成分であり、必須ではないが必要に応じて含有
することができる。ＴｉＯ２を含有する場合、０．００５％未満では耐候性向上について
有意な効果が得られないおそれがある。好ましくは０．０１％以上であり、典型的には０
．１％以上である。
  ＴｉＯ２が１％超ではガラスが不安定になり、失透が生じるおそれがある。好ましくは
０．８％以下、典型的には０．６％以下である。
【００３２】
　Ｌｉ２Ｏはガラスの溶融性を向上させるための成分であり、必須ではないが必要に応じ
て含有することができる。Ｌｉ２Ｏを含有する場合、１％未満では溶融性向上について有
意な効果が得られないおそれがある。好ましくは３％以上であり、典型的には６％以上で
ある。
  Ｌｉ２Ｏが１５％超では耐候性が低下するおそれがある。好ましくは１０％以下、典型
的には５％以下である。
【００３３】
　ＳｒＯはガラスの溶融性を向上させるための成分であり、必須ではないが必要に応じて
含有することができる。ＳｒＯを含有する場合、１％未満では溶融性向上について有意な
効果が得られないおそれがある。好ましくは３％以上であり、典型的には６％以上である
。
  ＳｒＯが１５％超では耐候性や化学強化特性が低下するおそれがある。好ましくは１２
％以下、典型的には９％以下である。
【００３４】
　ＢａＯはガラスの溶融性を向上させるための成分であり、必須ではないが必要に応じて
含有することができる。ＢａＯを含有する場合、１％未満では溶融性向上について有意な
効果が得られないおそれがある。好ましくは３％以上であり、典型的には６％以上である
。
  ＢａＯが１５％超では耐候性や化学強化特性が低下するおそれがある。好ましくは１２
％以下、典型的には９％以下である。
【００３５】
　ＺｎＯはガラスの溶融性を向上させるための成分であり、必須ではないが必要に応じて
含有することができる。ＺｎＯを含有する場合、１％未満では溶融性向上について有意な
効果が得られないおそれがある。好ましくは３％以上であり、典型的には６％以上である
。
  ＺｎＯが１５％超では耐候性が低下するおそれがある。好ましくは１２％以下、典型的
には９％以下である。
【００３６】
　また、目的を損なわない範囲で、ガラスの清澄剤として、Ｓｂ２Ｏ３、Ｃｌ、Ｆ、その
他の成分を含有してもよい。そのような成分を含有する場合、それら成分の含有量の合計
は１％以下であることが好ましく、典型的には０．５％以下である。
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【００３７】
　電子機器に外装される着色不透明ガラス筐体は、使用時の落下衝撃による破損や長期間
の使用による接触傷を考慮し、高い強度が求められる。
  ガラスの強度を高める方法として、前述した風冷強化法（物理強化法）や化学強化法が
ガラスの表面に圧縮応力層を形成する手法として知られている。
【００３８】
　着色不透明ガラス筐体は、用いられる部位によるが、例えばパネル等の平板状である場
合、厚さは通常２ｍｍ以下の厚みで使用されることが多い。このように薄いガラス板に対
して風冷強化法を適用すると、表面と内部の温度差がつきにくいために圧縮応力層を形成
することが困難であり、目的の高強度という特性を得ることができない。また、風冷強化
法では、冷却温度のばらつきにより、特に薄いガラス板については平面性を損なう懸念が
大きく、装飾部材としての質感を損なう可能性がある。これらの点から、後者の化学強化
法によって強化することが好ましい。
【００３９】
　ガラスの表面に設けた圧縮応力層の圧縮応力量を測定する方法としては以下が知られて
いる。
  ガラスの表面の圧縮応力層は、圧縮応力層以外のガラス部分と比較し屈折率が高い。そ
して、これら屈折率は圧縮応力層の底から表面に向けて単調に増す。また、この圧縮応力
層の複屈折も表面に向けて単調に絶対値を増す。従って、ガラスの表面に垂直に振動する
光とガラス表面に平行する光とのそれぞれに対する二つの深さ対屈折率曲線があって、異
なる光導波路効果が生じ、これらによってできた干渉縞像を比較することにより、強化ガ
ラスの圧縮応力量である表面圧縮応力、表面圧縮応力層深さを求めることができる。
【００４０】
　前述の光導波路効果を用いた強化ガラスの圧縮応力量の測定方法においては、ガラス表
面に垂直に振動する光とガラス表面に平行に振動する光とによる輝線列もしくは暗線列か
らなる干渉縞像を得ることが必須である。
  しかしながら、この測定方法においては、強化ガラスが着色成分を含有することで着色
されている場合、光が強化ガラスの表面層を伝播する際に着色成分である金属イオン等に
吸収され、射出した光を用いて干渉縞像を認識し難く、測定が困難である。
【００４１】
　本発明の強化ガラスは、着色不透明ガラスと透明ガラスを積層して一体化したものであ
り、この一体化したガラスに対して強化方法を用いて表面に圧縮応力層を設ける。そして
、前述の光導波路効果を利用した非破壊の圧縮応力量の測定方法を用い、透明ガラス部分
の圧縮応力量を測定する。この透明ガラス部分の圧縮応力量の測定値を用いて、着色不透
明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を算出する。これにより、着色不透明ガラ
ス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を非破壊で確認できる。
【００４２】
　着色不透明ガラスと一体化される透明ガラスは、前述の光導波路効果を用いた圧縮応力
量の測定方法にて測定が可能であるよう可視域の波長の光が透過することが必要である。
そのため、透明ガラスは、可視域の波長の光の透過率を高めるためガラス中に着色成分を
含まないことが好ましい。しかしながら、測定に支障がなければ、ガラス中に一定量の着
色成分を含有してもよい。また、透明ガラスは、波長５５０ｎｍ～６５０ｎｍの光の吸光
係数の最大値が１．７ｍｍ－１未満であってもよい。このような吸光係数を備える透明ガ
ラスは、無色透明のガラスや有色透明のガラスが含まれる。前述の吸光係数を備える透明
ガラスであれば、従来の表面応力測定装置で正確な圧縮応力量の測定が可能である。
【００４３】
　本発明の強化ガラスの表面応力測定方法では、透明ガラス部分の表面の圧縮応力層の圧
縮応力量の測定値を用いて、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を算
出することが特徴である。
  その方法としては、同一条件で強化処理された前記着色不透明ガラスおよび前記透明ガ
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ラスの表面応力特性をそれぞれ測定する工程と、前記透明ガラスの圧縮応力量から前記着
色不透明ガラスの圧縮応力量を算出するための補正係数を前記着色不透明ガラスおよび前
記透明ガラスの表面応力特性を用いて決定する工程と、前記強化ガラスにおける前記透明
ガラス部分の圧縮応力量を非破壊で測定する工程と、前記透明ガラス部分の圧縮応力量の
測定値と前記補正係数とを用いて前記着色不透明ガラス部分又は前記強化ガラス全体の圧
縮応力量を算出する工程とを備えることが好ましい。
【００４４】
　化学強化処理において、得られるガラスの表面応力特性に影響を及ぼすパラメータは、
強化処理条件（溶融塩の種類、濃度、温度、処理時間）、ガラス組成、ガラスの熱履歴、
ガラスの成形に伴う残留応力等がある。そこで、着色不透明ガラスと透明ガラスとを同一
の強化処理条件にて強化処理を行い、破壊や試料加工を伴う方法にて、それぞれの表面応
力特性を測定する（同一条件で強化処理された前記着色不透明ガラスおよび前記透明ガラ
スの表面応力特性をそれぞれ測定する工程）。なお、この強化処理を行う際、着色不透明
ガラスと透明ガラスとは積層して一体化されていても、いなくてもどちらでもよいが、ガ
ラスの熱履歴や成形の影響を考慮し、積層して一体化されたガラスを強化処理した上で、
着色不透明ガラスと透明ガラスとを分離して測定することが好ましい。表面応力特性とし
ては、ガラスの圧縮応力量である表面圧縮応力（以下、ＣＳということがある）及び表面
圧縮層深さ（ＤＯＬ）、曲げ強度、クラック・イニシエーション・ロード、カリウム拡散
層深さ等、が測定対象として挙げられる。なお、化学強化処理は、実際の強化処理工程に
おいては、強化処理条件が変化することがあるため、複数の強化処理条件を用いて、それ
ぞれの表面応力特性を測定することが好ましい。
【００４５】
　次いで、測定した表面応力特性を用いて、透明ガラスの圧縮応力量から着色不透明ガラ
スの圧縮応力量を算出するための補正係数を決定する（前記透明ガラスの圧縮応力量から
前記着色不透明ガラスの圧縮応力量を算出するための補正係数を前記着色不透明ガラスお
よび前記透明ガラスの表面応力特性を用いて決定する工程）。具体的には、特定の強化処
理条件における両者の表面応力特性をプロットし、補正係数を決定する。例えば、透明ガ
ラスのＣＳに対し、着色不透明ガラスのＣＳがどの程度であるかを、ＣＳと相関関係があ
る曲げ強度の測定値を用い、補正係数として決定する。これは、適宜の表面応力特性や複
数の強化処理条件に対してそれぞれ行い、圧縮応力量や強化処理条件ごとの補正係数を決
定することが好ましい。
【００４６】
　補正係数を決定した後、強化ガラスにおける透明ガラス部分の圧縮応力量を測定試料を
破壊しない圧縮応力量の測定方法（例えば、前述の光導波路効果を用いた圧縮応力量の測
定方法）により測定する（前記強化ガラスにおける前記透明ガラス部分の圧縮応力量を非
破壊で測定する工程）。この工程においては、測定試料を非破壊で測定することが重要で
ある。そのため、着色不透明ガラスと透明ガラスとが一体となった強化ガラスを、試料加
工せずに表面応力測定装置にセットし、透明ガラス部分を装置の測定部分に合わせて測定
を行う。このようにすることで、以降の工程を経て、品質保証を目的に全ての強化ガラス
に対して非破壊で圧縮応力量を求めることが可能となる。
【００４７】
　そして、非破壊で測定した透明ガラス部分の圧縮応力量の測定値と補正係数を用いて、
着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を算出する（前記透明ガラス部分
の圧縮応力量の測定値と前記補正係数とを用いて前記着色不透明ガラス部分又は前記強化
ガラス全体の圧縮応力量を算出する工程）。補正係数は、強化ガラス工程の強化処理条件
を考慮し、事前に決定した適宜の強化処理条件を用いることができる。このようにするこ
とで、着色不透明ガラスの圧縮応力量が非破壊で測定できない場合であっても、透明ガラ
ス部分の圧縮応力量の測定値を用いて、着色不透明ガラス部分の圧縮応力量を算出するこ
とが可能となる。
【００４８】
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　また、着色不透明ガラス部分と透明ガラス部分との圧縮応力量を略同一とみなせること
が事前に分かっている場合や、透明ガラス部分の圧縮応力量を強化ガラス全体の強度管理
対象とする場合は、透明ガラス部分の圧縮応力量の測定値を着色不透明ガラス部分又は強
化ガラス全体の圧縮応力量とみなしてもよい。本発明のガラスの表面応力測定方法におい
ては、このような場合も、透明ガラス部分の圧縮応力量を測定した値を用いて着色不透明
ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を算出する、という概念に含まれるものであ
る。
【００４９】
　着色不透明ガラスは、透明ガラスに前述の着色成分を含有させたものであってもよい。
このようにすると、着色不透明ガラスと透明ガラスとは着色成分以外のガラス組成の各成
分の割合が同一であるため、強化処理条件が変化した場合の補正係数の変化が無視できる
程度であり、着色不透明ガラスもしくは強化ガラスの表面応力特性を算出する工程が容易
となる。また、それぞれのガラスの熱膨張係数を略同一にできる。
【００５０】
　着色不透明ガラスと透明ガラスとは、加熱し溶融した着色不透明ガラスを固化状態の透
明ガラスに接触した状態で冷却し、着色不透明ガラスを固化させることにより積層して一
体化したものであってもよい。このようにすることで、着色不透明ガラスと透明ガラスと
の間に空気や異物が混入せず、意匠性、美観に優れる、また両者の輪郭がくっきりするた
め、透明ガラスに後述する別機能を付与する場合にも好適である。
  また、着色不透明ガラスと透明ガラスとは、ガラス温度が２５℃～３００℃の範囲内に
おけるそれぞれのガラスの熱膨張係数の差が０～５×１０－７／℃の範囲内であることが
好ましい。このようにすることで、上記方法にて両者を一体化した際に、一体化する過程
において、ガラスの破損を抑制できる。
【００５１】
　着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化する方法としては、着色不透明ガラ
スを加熱して溶融させる第１の工程と、溶融状態の着色不透明ガラスと、棒状に成形され
た固化状態の透明ガラスとを接触させる第２の工程と、溶融状態の着色不透明ガラスと固
化状態の透明ガラスとを接触させた状態で冷却し、着色不透明ガラスを固化させる第３の
工程と、を有するガラスの成形方法を用いてもよい。このようなガラスの成形方法として
、以下３つの形態が挙げられる。
【００５２】
　（第１の形態）
  前記第２の工程において、上端及び下端が開口され、溶融状態の着色不透明ガラスが収
容された容器内へ、固化状態の透明ガラスを挿入する工程と、溶融状態の着色不透明ガラ
スと固化状態の透明ガラスとを前記容器の下端から同時に引き抜く工程とを有するもので
ある。
  （第２の形態）
  前記第２の工程において、固化状態の透明ガラスを金型内に載置する工程と、固化状態
の透明ガラスを金型内に載置する工程と、溶融状態の着色不透明ガラスを金型内に流し込
む工程とを有するものである。
  （第３の形態）
  前記第２の工程において、コンベア上に固化状態の透明ガラスを載置する工程と、前記
コンベア上へ、溶融状態の着色不透明ガラスを連続的に流出する工程とを有するものであ
る。
  いずれの形態においても、第２の工程の前に、固化状態の透明ガラスを予熱する工程を
有してもよい。
  また、いずれの形態においても、前記第３の工程の後に、一体化した前記着色不透明ガ
ラス及び透明ガラスを、前記透明ガラスの長手方向に対して直交する方向に切断し、研磨
する工程を有してもよい。
  なお、上記着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化する方法を用いなくても
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、それぞれを別に成形した後、積層して一体化する別の方法（接着、封着、勘合等）を用
いて一体化してもよい。本発明で重要なのは、着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層し
て一体化したガラスを強化処理し、強化ガラスの中の透明ガラス部分を表面応力測定に用
いることである。
  前述の溶融状態とは、ガラスの粘度がｌｏｇη＝５．０（作業温度）を含み、これより
ガラスが柔らかい状態であることをいう。また、固化状態とは、ガラスの粘度がｌｏｇη
＝７．６（軟化点）を含まず、これよりガラスが硬い状態であることをいう。
【００５３】
　本発明の強化ガラスは、電子機器に外装される着色不透明ガラス筐体として用いてもよ
い。強化ガラスは、表面に圧縮応力層を備えるため、高い強度があり、特に携帯電話等の
携帯して使用される電子機器の着色不透明ガラス筐体に好適に用いることができる。また
、ガラス特有の素材感や高級感を備えるため意匠性に優れ、電気機器の装飾部材として好
適に用いることができる。
  また、強化ガラスを着色不透明ガラス筐体として用いる場合、透明ガラスは、電子機器
に内蔵されるデジタルカメラの受光部、リモートコントロール等の信号送受信部、ロゴ体
、動作ランプ用透光部からなる群より選択された少なくとも１つ以上の機能を備えてもよ
い。このようにすることで、透明ガラスをガラスの表面応力測定を目的とするだけでなく
、複数の機能を付与することができる。
【００５４】
　強化ガラスの製造方法としては、着色不透明ガラスと透明ガラスとを積層して一体化さ
れた強化ガラスの製造方法であって、前記強化ガラスの透明ガラス部分の圧縮応力層の圧
縮応力量を測定することにより、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量
を管理する。
  また、強化ガラスの製造方法としては、溶融状態の着色不透明ガラスを固化状態の透明
ガラスに接触した状態で冷却し、前記着色不透明ガラスを固化させることにより積層して
一体化する工程と、前記一体化されたガラスを前記着色不透明ガラスと前記透明ガラスと
の両者を含むように板状に切断する工程と、切断された板状のガラスの表面に圧縮応力層
を形成し強化ガラスとする強化工程とを有し、前記強化ガラスの透明ガラス部分の圧縮応
力層の圧縮応力量を測定することにより、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧
縮応力量を管理することが好ましい。このようにすることで、圧縮応力量を直接的に測定
できない着色不透明ガラスや強化ガラスの圧縮応力量を非破壊で算出できる。そのため、
強化ガラスの生産管理や品質保証が容易となり、生産性を高めることできる。
  なお、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を管理するとは、前記強
化ガラスの透明ガラス部分の圧縮応力層の圧縮応力量の測定値に基づき、切断された板状
のガラスの表面に圧縮応力層を形成し強化ガラスとする強化工程における強化条件を調整
し、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量が適正な範囲内になるよう生
産管理することが一例として挙げられる。その他、前記強化ガラスの透明ガラス部分の圧
縮応力層の圧縮応力量の測定値に基づき、切断された板状のガラスの表面に圧縮応力層を
形成し強化ガラスとする強化工程における強化条件を決定すること、着色不透明ガラス部
分又は強化ガラス全体の圧縮応力量が所望の範囲内でないものを排除することも上記管理
の具体的な内容として挙げられる。
【実施例】
【００５５】
　着色不透明ガラスとして、酸化物基準のモル百分率表示で、ＳｉＯ２　６１．９％、Ｎ
ａ２Ｏ　１１．５％、Ｋ２Ｏ　３．９％、ＭｇＯ　１０．６％、Ａｌ２Ｏ３　５．８％、
ＺｒＯ　２．４％、Ｃｏ３Ｏ４　０．４％、Ｆｅ２Ｏ３　３．３％、ＳＯ３　０．４％か
らなる黒色を呈する板状ガラスを用意する。また、透明ガラスとして、酸化物基準のモル
百分率表示で、ＳｉＯ２　６４．３％、Ｎａ２Ｏ　１２．０％、Ｋ２Ｏ　４．０％、Ｍｇ
Ｏ　１１．０％、Ａｌ２Ｏ３　６．０％、ＺｒＯ　２．５％、Ｆｅ２Ｏ３　０．０１％、
ＳＯ３　０．１％からなる透明を呈する板状ガラスを用意する。なお、透明ガラスは、着
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色不透明ガラスから、着色成分であるＣｏ３Ｏ４、Ｆｅ２Ｏ３を除いたものである。これ
らのガラスを４５０℃のＫＮＯ３溶融塩に６時間浸漬し、化学強化処理する。
【００５６】
　次いで、化学強化処理を行った着色不透明ガラスおよび透明ガラスについて、４点曲げ
試験（「ＪＩＳ　Ｒ　１６０１　ファインセラミックスの曲げ強さ試験方法）、ＥＰＭＡ
を用いてカリウム拡散深さを測定する。
  また、化学強化処理を行った透明ガラスについて、ガラス表面応力計（折原製作所製、
ＦＳＭ－６０００ＬＥ）を用いて、表面圧縮応力及び表面圧縮層深さを測定する。
  ここで、ガラスの４点曲げ試験による強度と表面圧縮応力との間には一定の相関関係が
ある。また、カリウム拡散深さと表面圧縮応力層深さとの間には一定の相関関係がある。
これらの関係を利用し、４点曲げ試験における着色不透明ガラスと透明ガラスとの強度デ
ータより、透明ガラスの表面圧縮応力から着色不透明ガラスの表面圧縮応力を算出するた
めの補正係数を算出する。また、着色不透明ガラスと透明ガラスとのカリウム拡散深さデ
ータより、透明ガラスの表面圧縮応力層深さから着色不透明ガラスの表面圧縮応力層深さ
を算出するための補正係数を算出する。
【００５７】
　次いで、強化ガラスとして、前述の着色不透明ガラスと透明ガラスを積層して一体化し
た強化ガラスを作成する。一体化方法として、予め円柱状に成形固化した透明ガラスを用
意し、固化状態にて金型内に載置しする。そして、固化状態の透明ガラスが載置された金
型内に、黒色に着色した溶融状態の着色不透明ガラスを流し込んだ後、溶融状態の着色不
透明ガラスを冷却して着色不透明ガラスと透明ガラスとを一体化する。次いで、一体化し
たガラスを円柱状の透明ガラスの長手方向と直交する方向に１ｍｍの厚さに切断し、切断
面を研磨加工する。これにより、図１に示す着色不透明ガラス１０と透明ガラス１０とが
一体化した強化ガラス１を得る。
  そして、強化ガラスの透明ガラス部分について、ガラス表面応力計を用いて表面圧縮応
力及び表面圧縮応力層深さを測定する。そして前述の補正係数と透明ガラスの表面圧縮応
力及び表面圧縮応力層深さの測定値を用いて、着色不透明ガラスの表面圧縮応力及び表面
圧縮応力層深さを算出する。
  なお、強化ガラスの表面圧縮応力及び表面圧縮応力層深さを算出するには、透明ガラス
と強化ガラスとの強度データに関する補正係数を事前に算出すればよい。
  これにより、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を非破壊で確認す
ることが可能である。
【００５８】
　（他の実施の形態）
  以上のように、本発明を上記具体例に基づいて詳細に説明したが、本発明は上記具体例
に限定されるものではなく、本発明の範疇を逸脱しない限りにおいてあらゆる変形や変更
が可能である。例えば、上記説明では、着色不透明ガラスを黒色に着書したガラスとして
説明したが、着色する色調は、黒に限られず種々の色調とすることができる。また、透明
ガラスは、ガラスの表面応力計で圧縮応力量が測定可能であれば有色透明ガラスであって
もよい。
【００５９】
　さらに、上記実施形態では、着色不透明ガラスを電子機器の着色不透明ガラス筐体とし
て用いることを説明しているが、他の用途に用いてもよい。また、着色不透明ガラスと透
明ガラスとを積層して一体化した後、プレス成形することでスマートフォン等の情報端末
の筐体形状に成形し、これらを強化処理した上で筐体として用いてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明の強化ガラス、ガラスの表面応力測定方法によれば、可視域の透過率の低い着色
不透明部を部分的に有する強化ガラスであっても透明ガラス部分の圧縮応力量を測定する
ことにより、着色不透明ガラス部分又は強化ガラス全体の圧縮応力量を非破壊で算出でき
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る。そのため、ガラスの強度の品質管理が重要とされる、例えば、携帯型の電子機器に外
装される着色不透明ガラス筐体に好適に用いることができる。
【符号の説明】
【００６１】
　１…強化ガラス、１０…着色ガラス、２０…透明ガラス。

【図１】 【図２】
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